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砂防研究報告会 第３分科会 討議報告 

 

 

座長 九州地方整備局建設専門官 瀧口茂隆 

 

【概要】 

大規模土砂災害については経験者と未経験者の差が大きいため、近年発生した大規模

土砂災害の経験者より問題点等を話題提供として紹介することで、参加者の経験の共有

を図るとともに、課題等について議論を行った。 

 

 

【話題提供】 

１．地震時の対応に関する話題提供（北陸地整建設専門官） 

天然ダム災害時の対応を実際経験した際の課題と対応 

２．山口県防府災害時の土木研究所の対応（土木研究所） 

緊急的に行った調査や設置したセンサー等の紹介 

３．鶴岡市七五三地すべりの対応に関する話題提供 

複数の実施主体の間の問題と連携について紹介 

 

 

【討議（主な意見）】 

・現在は災害直後の調査はヘリが欠かせないが、天候等も考慮しヘリ以外の調査方法も

必要 

・迅速な対応のためにデータベースが必要 

・災害情報の共有が重要なのはいうまでもないが、共有の省力化のため、共有サーバを

使用することも有効 
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大規模災害(地震災害)時の対応( 震 )

平成１６年新潟県中越地震

平成19年能登半島地震平成19年能登半島地震

平成１９年新潟県中越沖地震時

北陸地方整備局の体制等の実態について北陸地方整備局の体制等の実態について

北陸地方整備局 河川部北陸地方整備局 河川部
建設専門官 山本 悟

平成１６年新潟県中越地震 本局職員の参集状況

中越地震時の災害調査等に対する支援
支援項目 支援内容 期間 支援の根拠支援項目 支援内容 期間 支援の根拠

市町村道の災害緊急調査 要請のあった５市町村、1,550箇所の市
町村道の被害状況を調査

４日間

H16.10.31～
H16.11. 3

道路の整備、利用、保全その他の管理を掌握する立場から
自らの事務として災害対策基本法第３条(国の責務)に基づき、市町村

の応急措置が円滑に行われるように市町村に対する指導、助言、その他
適切な措置として実施。

市町村の災害復旧に係る作
業の支援

要請のあった10市町村、1,343箇所の被
災状況の調査、災害復旧事業に必要な
工法検討、査定設計図書の作成指導を
実施

33日間

H16.11. 8～
H16.12.10

河川及び道路の整備、利用、保全その他の管理を掌握する
立場から自らの事務として災害対策基本法第３条(国の責務)に基

づき、市町村の応急措置が円滑に行われるように市町村に対する指導、
助言、その他適切な措置として実施。

土砂災害危険箇所等緊
急点検調査

要請のあった17市町村、1,469箇
所の危険箇所の点検調査を実施

５日間

H16.10.27～
H16.10.31

砂防、地すべり、急傾斜地の崩壊による災害の防止を掌握
する立場から自らの事務として災害対策基本法第３条(国の責務)
に基づき、市町村の応急措置が円滑に行われるように市町村に対する指
導、助言、その他適切な措置として実施。

被災者居住対策支援 【被災建築物の応急危険度判定支援】

要請のあった16市町村、36,143件の被
災建築物の危険度判定を支援

11日間

H16.10.25～
H16.11. 4

建築物に関する基準を掌握する立場から自らの事務として災
害対策基本法第３条(国の責務)に基づき、市町村の応急措置が円滑に
行われるように市町村に対する指導、助言、その他適切な措置として実
施。

【建築住宅関係復興支援】

被災した自治体に対して建築住宅関係
の復旧・復興に関する技術的助言を実
施

49日間

H16.11. 4～
H16.12.21

下水道の被害調査及び復旧
に関する支援

被災した16市町村に対する支援本部立
ち上げ及び運営、復旧検討委員会の運
営

59日間

H16.10.24～
H16.12.20

下水道を掌握する立場から自らの事務として災害対策基本法第
３条(国の責務)に基づき、市町村の応急措置が円滑に行われるように市
町村に対する指導、助言、その他適切な措置として実施。

行方不明者の救出に係 新潟県から要請のあった土砂崩 12日間 建設技術に関する研究及び排発を掌握する立場から自らの行方不明者の救出に係
る技術支援

新潟県から要請のあった土砂崩
落現場の救出作業における無人
化施工技術に係る支援を実施

12日間

H16.10.27～
H16.11. 7

建設技術に関する研究及び排発を掌握する立場から自らの
事務として災害対策基本法第３条(国の責務)に基づき、自治体の応急

措置が円滑に行われるように自治体に対する指導、助言、その他適切な

措置として実施。

平成１９年能登半島地震 本局職員の参集状況

本局経過時間毎の参集者数、参集率（本局職員478名）
※所属外からの職員含まず　　　　　　　　　　　　　　　　　　※所属外からの職員含まず
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平成１９年能登半島地震 石川県内事務所の参集状況

非常体制支部の参集状況
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金沢河川国道 金沢営繕 金沢港湾金沢河川国道 金沢営繕 金沢港湾

金沢河川国道 金沢営繕 金沢港湾
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平成１９年新潟県中越沖地震 本局職員の参集状況

本局経過時間毎の参集者数、参集率（本局職員480名）
※所属外からの職員含まず　　　　　　　　　　　　　　　　　　※所属外からの職員含まず

421450 100.0%

356

74.2%

87.7%
350

400

70 0%

80.0%
90.0%

267

55.6%

200

250

300参
集
者

50.0%

60.0%
70.0%

参
集
率

82
17 1%

100

150

200者
数

20.0%
30.0%

40.0% 率

17.1%

0

50

～３０分 ～６０分 ～１２０分 １２０分～

0.0%
10.0%

～３０分 ～６０分 ～１２０分 １２０分～

経過時間

7月16日10時13分に、新潟県上中越沖の深さ約20㎞でマグニチュード6.8の地震が発生した。この地震により、新潟県の長岡市、柏
崎市 刈羽村 と長 県 飯綱 震度 強を新潟県 上越市 小千谷市 出雲崎 震度 弱を観測 た 今 地震 発生機

平成19年新潟県中越沖地震 地震概要
崎市、刈羽村、と長野県の飯綱町で震度6強を新潟県の上越市、小千谷市、出雲崎町で震度6弱を観測した。今回の地震の発生機
構としては、北西－南東に圧縮され、断層沿いに上下にずれる「逆断層型」で今年3月25日に発生した石川県能登半島地震、平成
16年10月23日に発生した新潟県中越地震も同様のメカニズムであった。
気象庁は、今回の地震を『平成19年（2007年）新潟県中越沖地震』と命名した。

●7月16日10:13に発生した
本震における震度分布

●過去の地震活動と中越沖地震の余震活動●逆断層型の発生メカニズム

●地震発生回数
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7月18日（水）
14:38 近畿地整から散水車出動

新潟県中越 震度 余震発生

7月16日（月）
10:13 新潟県中越沖にて震度6強、M6.8の地震発生

平成19年中越沖地震 北陸地方整備局の動き
16:57 新潟県中越で震度4の余震発生
17:03 近畿地整から散水車出動
18:00 高速道路が全線で通行止め解除

道路災害緊急調査支援（7月18日～20日）
国総研、土研による補助河川現地調査支援（7月18日）
被災建築応急危険度判定調査支援（7月18日～21日）
柏崎港港湾海岸災害緊急調査支援（7月18日～19日）

月 （木）

新潟県中越沖にて震度 強、 の地震発生
10:13 北陸地方整備局災害対策本部、災害対策支援本部を設置。

地震災害、災害支援の非常体制を発令（管内の6支部が非常
体制、7支部が警戒体制、6支部が注意体制を発令）

10:25 直轄国道の巡視点検開始、バイク調査隊を派遣
10:30 直轄河川の巡視点検開始
10:45 越後丘陵公園　臨時閉園

7月19日（木）
12:10 富山防災センターから対策本部車出動
17:20 富山防災センターから対策本部車出動
18:10 新潟防災センターから照明車2台出動
18:30 上越防災支援センターから待機支援車出動

河川災害緊急調査支援（7月19日～21日）
土砂災害緊急点検調査（7月19日～23日）

10:50 港湾施設の巡視点検開始

11:35
防災へり「ほくりく号」による被害状況調査を開始（みちのく号
「東北地整」、まんなか号「中部地整」、きんき号「近畿地整」の
応援出動）

12:30 新潟県へリエゾン派遣
13:20 自衛隊より丘陵公園に無線基地の設置要請

下水道被害状況調査支援（7月19日～21日）

7月20日（金）
7:40 富山防災センターから照明車2台出動

10:10 阿賀川河川事務所から照明車2台出動

7月23日（月）
9:00 直轄国道（国道8号）が全線通行止め解除

7月24日（火）

14:05 新潟防災センターから対策本部車、衛星通信車出動
14:55 上越防災支援センターから照明車2台出動
15:37 新潟県中越沖で震度6弱の余震
16:30 新潟防災センターから照明車2台出動
17:45 千曲川河川事務所から照明車出動
18:10 富山河川事務所から照明車2台出動

7月24日（火）
15:30 直轄河川　全箇所緊急復旧完了
16:00 地震災害の体制を注意体制に移行

本省防災課緊急調査（7月24日～26日）

7月25日（水）
6:52 新潟県中越で震度4の余震発生

7月30日（月）

18:30
信濃川河川事務所から照明車2台阿賀野川河川事務所から
照明車1台出動

18:38 新潟防災センターから無人ＢＨ出動
19:15 信濃川河川事務所から照明車出動
19:20 新潟防災センターから待機支援車2台出動
20:30 災害対策現地支援センターを柏崎市に設置 7月30日（月）

災害復旧支援派遣（7月30日～8月10日）

8月7日（火）
激甚災害閣議決定

8月8日（水）
天皇陛下被災地訪問

21:10 上越防災支援センターから対策本部車出動
安倍総理大臣現地視察（7月16日）
吉田国土交通省政務官現地調査（7月16日～17日）
政府調査団が現地調査（7月16日～17日）
国土交通省緊急調査団が現地調査（7月16日～17日）

7月17日（火）
8月9日（木）

衆議院災害対策特別委員会現地視察

8月10日（金）
16:30 地震災害の体制を解除、災害支援の体制を警戒体制に移

災害対策現地支援センター廃止
新潟県中越沖地震復旧・復興支援センターを設置

0:10 中部地整から照明車5台出動
0:18 近畿地整から照明車2台出動
0:35 関東地整から照明車3台出動

13:00 近畿地整から照明車出動
13:40 関東地整から照明車5台出動
14:15 東北地整から照明車2台出動

8月31日（金）
17:00 災害支援の体制を解除

道路緊急調査事前調査を実施（7月17日）
国総研、土研、北陸地整による砂防施設調査支援（7月17日
～19日）
本省、国総研、建研、北陸地整による被災建築物調査支援（7
月17日～18日）
冬柴国土交通大臣が現地視察（7月17日）

平成19年中越沖地震 視察
H19 7 16～17 政府調査団H19.7.16 17 政府調査団

調査箇所 16日:柏崎市（ヘリ）→柏崎市役所→柏崎刈羽原発→柏崎市街地（安
倍総理と合流）→柏崎小学校→東京（ヘリ）（吉田政務官、宮川調
整官は柏崎泊）

17日：柏崎駅（冬柴国交大臣と合流）→柏崎第 中学校→国道8号長17日：柏崎駅（冬柴国交大臣と合流）→柏崎第一中学校→国道8号長
岡市大積千本町→長岡駅

調査メンバー：安倍総理大臣、溝手内閣防災大臣、吉田政務官 他25名

H19.7.17 冬柴防災大臣

調査箇所 17日:長岡駅→柏崎駅(脱線現場）（吉田政務官と合流）→柏崎市街地
→柏崎第一中学校→新潟空港

調査メンバ 冬柴国交大臣 道路局長 砂防部保全課長 住宅局審議官調査メンバー：冬柴国交大臣、道路局長、砂防部保全課長、住宅局審議官、
鉄道局技術審議官

H19.7.16～17 国交省緊急調査団

調査箇所 16日:東京駅→長岡駅→長岡泊まり
17日：各局別々に被災箇所調査（長岡市、柏崎市を中心）→長岡駅

調査メンバー：河川局防災課総括査定官 他９名

H19.7.24～26 中越沖地震緊急調査

調査箇所 24日:長岡駅→柏崎市（河川、道路に分かれ調査）→長岡市（宿泊）
25日：柏崎市（河川 道路に分かれ調査）→長岡市（宿泊）25日：柏崎市（河川、道路に分かれ調査）→長岡市（宿泊）
26日：柏崎市（河川、道路に分かれ調査）→柏崎地域振興局で取りま

とめ→長岡駅
調査メンバー：後藤査定官 他5名
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ヘリ調査にあたっての課題・問題点ヘリ調査にあたっての課題・問題点

調査 あた 事務所報告を受ける人員• ヘリ調査にあたって事務所報告を受ける人員の
確保のためヘリ搭乗人員の確保（砂防専門家）が
難 災害時 道路 砂防難しい。（災害時、河川・道路の人員に対し砂防
は少ない）

• 広域的な地震災害時には、道路、河川への調査
を優先されてしまう。を優先されてしまう。

• 道路・河川等の調査報告をもとに一次調査範囲
を検討し より効率的な調査の実施 （災害発生を検討し、より効率的な調査の実施。（災害発生
日時、天候を考慮）

平成19年新潟県中越沖地震発生後の
土砂災害危険箇所緊急点検について

北陸地方整備局河川部

建設専門官 山本 悟
かしわざきしおうみがわちく

柏崎市青海川地区

平成19年新潟県中越沖地震発生後の
土砂災害危険箇所緊急点検について

【目的】

平成19年新潟県中越沖地震に伴い 今後の降雨等により土砂災害発生の危険性が懸念され

土砂災害危険箇所緊急点検について

平成19年新潟県中越沖地震に伴い、今後の降雨等により土砂災害発生の危険性が懸念され

ることから、２次災害防止等に役立てることを目的として実施。

新潟県知事から国土交通大臣への要請に基づき、

土砂災害対策緊急支援チームを編成

・新潟県関係職員（ボランティア団体等を含む）約１３０人

土砂災害対策緊急支援チームを編成

・新潟県知事から国土交通大臣への要請に基づき、

国土交通省職員約８０人（本省、東北・関東・北陸・中部・近畿地方整備国 交通省職員約 （本省、東 関東 陸 中部 近畿 方整備
局・国土技術政策総合研究所）、

６県の職員約３０人（山形県、福島県、群馬県、栃木県、富山県、石川県）、

砂防ボランティア団体等の職員約２０人から編成された

「土砂災害対策緊急支援チーム（以下「支援チーム」という。） により実施。
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土砂災害危険箇所緊急点検

【 点検実施範囲 】 【 調査対象 】

新潟県中越沖地震で

震度５強以上

【 点検実施範囲 】 【 調 象 】

・土石流危険渓流

・地すべり危険箇所 土砂災害危険箇所土砂災害危険箇所

７月16日10:13頃に発生した本震における震度分布

観測した自治体

• 10市町村※において土砂災害危険箇所3,104箇
所（新潟県：1,172箇所、支援チーム：1,932箇所）

・急傾斜地危険個所

所（新潟県 , 箇所、支援 , 箇所）
を点検。

（※柏崎市、刈羽村、長岡市、出雲崎町、三条市、
燕市、小千谷市、十日町市、南魚沼市、上越

震源地

燕市、小千谷市、十日町市、南魚沼市、上越
市）

震度４以下の地区

震度5弱の地区

震度5強の地区

震度６弱の地区

震源地
×

震度６弱の地区

震度６強の地区

新潟県実施地区

支援チーム実施地区

土砂災害危険箇所緊急点検土砂災害危険箇所緊急点検

点検実施期間 ５日間

 支援チーム（新潟県関係）支援チーム（新潟県関係）

平成平成1919年年 77月月1919日日((木木)) 77月月2233日日((月月))平成平成1919年年 77月月1919日日((木木))～～ 77月月2233日日((月月))

のべのべ ２７２人２７２人のの ２７２人２７２人

 支援チーム（国土交通省関係）支援チーム（国土交通省関係）

平成平成1919年年 77月月1919日日((木木))～～ 77月月2233日日((月月))

のべのべ ６３２人６３２人のべのべ ６３２人６３２人

計 ９０４人計 ９０４人

土砂災害危険箇所緊急点検土砂災害危険箇所緊急点検

【【 調査方法調査方法 】】

「土砂災害危険箇所に対する
現地調査の危険度判定調査表（案）」現地調査の危険度判定調査表（案）」

に基づき実施

平成１６年新潟県中越地震時の緊急点検実施時の平成１６年新潟県中越地震時の緊急点検実施時の

問題点等を踏まえての問題点等を踏まえての広域調査の実施広域調査の実施問題点等を踏まえての問題点等を踏まえての広域調査の実施広域調査の実施

緊急点検のながれ緊急点検のながれ ①① 地震発生から点検調査実施まで地震発生から点検調査実施まで

地震発生

発
生
直

余震

震源・各地の震度情
報

震源・各地の震度情
報 各地の被災情報

直
後

余震

震源・各地の震度情
報 各地の被災情報

各地震度分布・被害状況 一次集計

土砂災害危険
箇所情報

余
震

余震

緊急調査チーム派遣要請派遣要請
判断

箇所情報

道路交通規制等
の道路情報

その他被災情報

要請

震
群
発
期

余震

緊急調査範
囲の設定 参加可能

人員の確認

本部設置可能余震

調査方
法設定

調査行
程検討

調査チーム
編成

本部設置可能
施設の確認

県独自で
調査実施

点 検 調 査 実 施
現地本部

②② 点検調査点検調査 ～～ 地域への情報提供まで地域への情報提供まで緊急点検のながれ緊急点検のながれ

点 検 調 査 実 施

余震

余
震
群
発
期

点検箇所

危険度 ク判定被災状況の確認
特Ａ,Ａランク

期 危険度ランク判定

管理者へ速報

被災状況の確認

点検チーム

二
次

緊急対
策

点検調査結果1次集計
調査進捗率

ランク別箇所数
管理者

次
災
害
発
生
期

点検調査結果２次集計

点検調査結果ｎ次集計

ランク別箇所数

市町村別ランク集計

市町村別調査表危険度
ランク情報

応急対
策

市町村
期

点検調査結果最終集計市町村

住住民
地域 現地本部及び支部

都道府県

土砂災害危険箇所等の緊急点検について（土砂災害対策緊急点検支援チーム） H19.7.20

国土交通省は、新潟県からの要請に基づき「土砂災害対策緊急支援チーム」を編成し、新潟県中越沖地震
の震度５強以上の地域において がけ崩れや地すべり等の発生が予想される土砂災害危険箇所等の点検を開

・調査期間 ：平成１９年７月１９日（木）～２３日（月）

の震度５強以上の地域において、がけ崩れや地すべり等の発生が予想される土砂災害危険箇所等の点検を開
始しました。

・現地本部 ：北陸地方整備局 湯沢砂防事務所に設置
支部 ：新潟県妙高砂防事務所

・本部長 ：古賀省三 国土技術政策総合研究所危機管理技術研究センター長
総括補佐：塩井直彦 国土交通省砂防部砂防計画課課長補佐

補佐：吉田桂治 新潟県砂防課副参事

・点検範囲 ：長岡市等の震度５強以上の５市町村（約１，９００箇所）

・支援チーム：下記の機関により27班、約１２０人で編成
国土交通省職員（本省河川局砂防部、国土技術政策総合研究所、北陸地方

整備局、東北地方整備局、関東地方整備局、中部地方整備局、近畿地
方整備局）

県職員（新潟県 富山県 石川県 山形県 群馬県 栃木県 福島県）県職員（新潟県、富山県、石川県、山形県、群馬県、栃木県、福島県）
砂防ボランティア、（財）砂防・地すべり技術センター、砂防広報センター、
（財）建設技術研究所

・１９日の状況：１３：００にチームが参集し、全体ミーティング・班別ミーティングを実施
した後、班別に現地道路状況等について下見、旧越路町の３箇所に
ついて点検（異常なし）

・２０日の予定： ７：３０以降に本部（上越市の班については支部）に立ち寄った後、
現地点検開始（27班 127人（本支部員19人含））現地点検開始（27班、127人（本支部員19人含））

19日：全体ミーティング・班別ミーティング
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土砂災害危険箇所等の緊急点検について（土砂災害対策緊急支援チーム） H19.7.21

土砂災害対策緊急支援チームは昨日（７月２０日）より点検を本格開始しました。２１日午前まで土砂災害対策緊急支援チームは昨日（７月２０日）より点検を本格開始しました。２１日午前まで
に９３８箇所を点検、支援チーム対象箇所に対し進捗率は４９％です。本日は震度６弱以上の市町に９３８箇所を点検、支援チーム対象箇所に対し進捗率は４９％です。本日は震度６弱以上の市町
村について集中的に点検しました。村について集中的に点検しました。

・土砂災害緊急点検支援チーム
点検期間：７月１９日（木） ～ ２３日（月）
現地本部：北陸地方整備局 湯沢砂防事務所内

・点検状況（７／２１ １３：００現在）
支援チーム：９３８箇所点検終了（対象箇所１９３２箇所の６０％）

危険度Ａ（要至急対応）は２箇所 → 新潟県に情報提供済み

２０日の状況（くもり）・２０日の状況（くもり）
７：００ 本部開設
７：３０ 以降に本部（上越市の班については支部）に立ち寄った後、

現地点検開始（27班、127人（本支部員19人含））
１８：００ 点検終了、
１８：００～ 資料整理等

・２１日の状況（くもり／小雨（長岡地域、上越地域では大雨注意報発令））
８：００ 支援チーム全体会議開催

○大雨警報が発令された場合は、作業を中止する。
○今後雨により作業中止が想定されることから、震度６強、６弱の４旧市町
村（旧越路町、旧山古志村、旧小国町、旧小千谷市）の危険箇所を集中
点検。６弱の点検終了後は５強の旧市町村の点検実施。

○大雨注意報が発令されており 安全に十分配慮して 点検を実施○大雨注意報が発令されており、安全に十分配慮して、点検を実施。

９：００～現地点検開始（27班、128人（本誌部員19人含））
危険箇所の点検状況（７月２０日）

【上：旧山古志村、中：旧小国町、下：旧小千谷市】

土砂災害危険箇所等の緊急点検について（土砂災害対策緊急支援チーム） H19.7.22

土砂災害対策緊急支援チームは２２日までに、対象箇所１，９３２箇所全ての現地点検を完了しました。８箇所について危険度Ａ土砂災害対策緊急支援チームは２２日までに、対象箇所１，９３２箇所全ての現地点検を完了しました。８箇所について危険度Ａ
の判定を行いましたの判定を行いました

・土砂災害緊急点検支援チーム
現地本部：北陸地方整備局 湯沢砂防事務所内

支部：新潟県 妙高砂防事務所内

の判定を行いました。の判定を行いました。

・点検状況（７／２２ １９：００現在）
チーム対象箇所：１，９３２箇所全ての現地点検を完了

・２２日の状況（くもり）２２日の状況（くもり）
７：３０ 現地本部開設
８：００ 現地点検開始（27班、128人（本支部員19人含））

１０：３０ 震度６弱以上の旧市町村４２４箇所の点検完了
１８：３０ 対象箇所１，９３２箇所すべての現地点検完了

・２３日の予定
資料とりまとめ終了後、解散

妙高支部（７月２１日）

住民への聞き取り（７月２１日）
現地本部への点検結果報告（７月２２日）

土砂災害危険箇所等の緊急点検について（土砂災害対策緊急支援チーム） H19.7.2３

土砂災害対策緊急支援チ ムは２３日午前中に報告書をとりまとめ新潟県土木部長に苧砂結果を報告しました土砂災害対策緊急支援チ ムは２３日午前中に報告書をとりまとめ新潟県土木部長に苧砂結果を報告しました

・土砂災害緊急点検支援チーム
現地本部：北陸地方整備局 湯沢砂防事務所内

支部：新潟県 妙高砂防事務所内

土砂災害対策緊急支援チームは２３日午前中に報告書をとりまとめ新潟県土木部長に苧砂結果を報告しました。土砂災害対策緊急支援チームは２３日午前中に報告書をとりまとめ新潟県土木部長に苧砂結果を報告しました。

・点検状況（７／２２ １９：００現在）
チーム対象箇所：１，９３２箇所全ての現地点検を完了

・２３日（はれ）２３日（はれ）
午前中 資料とりまとめ
15:00～ 新潟県土木部長に報告書引き渡し

現地本部報告書とりまとめ（７月２３日）

新潟県土木部長に報告書の引き渡し（７月２３日）
新潟県砂防課への点検結果報告（７月２３日）

危険度判定調査表記入例 ※土石流

点
検
箇

現
況箇

所
の
基
礎

況
の
ス
ケッ

礎
情
報

チ

危
険

現
険
度
判
定

況
写
真

項
目

【【主要な調査内容主要な調査内容】】

土砂災害危険箇所緊急点検

【【主要な調査内容主要な調査内容】】
土石流危険渓流 地すべり危険箇所 急傾斜地崩壊危険箇所

・ 箇所番号
渓流名

・ 箇所番号
箇所名

・ 箇所番号
斜面区分・ 渓流名

・ 位置、流域
・ 保全対象の状態
・ 渓流からの距離・位置

・ 箇所名
・ 位置、流域
・ 本来の地すべりの諸元

 諸元、保全対象の状態、地す

・ 斜面区分
・ 箇所名
・ 位置、流域
・ 保全対象の状態

・ 天然ダムの概要
・ 山腹崩壊の概要
・ 異常堆積の概要
・ 危険度判定

べりからの距離・位置
・ 現在の地すべりの諸元

 諸元、保全対象の状態、地す
べりからの距離・位置

・ 斜面からの距離・位置
・ 現在の崩壊の諸元

 諸元、保全対象の被
害の状態危険度判定

・ ポンチ絵・地形図
・ 写真

りからの距離 位置
・ 危険度判定調査
・ ポンチ絵・地形図
・ 写真

害の状態
・ 危険度判定調査
・ ポンチ絵・地形図
・ 写真

【【判定判定
評価基準評価基準】】

評 価 土石流危険渓流
地すべり
危険箇所

急傾斜地崩壊
危険箇所評価基準評価基準】】 危険箇所 危険箇所

危険度特Ａ 河道閉塞決壊の恐れのあるもの － －

危険度Ａ 危険度大であり、ただちに緊急処置を必要とするもの

危険度Ｂ 危険度中であり、緊急性が低いもの

危険度Ｃ 危険度小であり、現時点では異常が認められないもの

土石流危険渓流カルテにより位置確認が容易
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前回調査時点の写真及びスケッチにより変化状況が確認しやすい
前回調査時点の写真及びスケッチにより変化状況が確認しやすい真

平成平成1919年中越沖地震年中越沖地震土砂災害危険箇所土砂災害危険箇所 緊急点検結果集計表緊急点検結果集計表

土砂災害危険箇所土砂災害危険箇所土砂災害危険箇所土砂災害危険箇所

備考備考市町村名市町村名
（新市町（新市町

土砂災害土砂災害
危険箇所数危険箇所数

危険度判定結果危険度判定結果

ＡＡ ＢＢ ＣＣ
村）村）

危険箇所数危険箇所数 ＡＡ ＢＢ ＣＣ
合計合計

長岡市長岡市 845 845 10 10 28 28 807 807 845 845 ６強～５強６強～５強

柏崎市柏崎市 516516 3030 7070 416416 516516 ６強～６弱６強～６弱柏崎市柏崎市 516 516 30 30 70 70 416 416 516 516 ６強 ６弱６強 ６弱

刈羽村刈羽村 52 52 7 7 10 10 35 35 52 52 ６強６強

出雲崎町出雲崎町 84 84 1 1 5 5 78 78 84 84 ６弱６弱

千 市千 市小千谷市小千谷市 180 180 0 0 7 7 173 173 180 180 ６弱６弱

上越市上越市 799 799 4 4 27 27 768 768 799 799 ６弱～５強６弱～５強

三条市三条市 47 47 0 0 0 0 47 47 47 47 ５強５強

燕市燕市 36 36 0 0 1 1 35 35 36 36 ５強５強

十日町市十日町市 399 399 0 0 4 4 395 395 399 399 ５強５強

南魚沼市南魚沼市 146146 00 11 145145 146146 ５強５強南魚沼市南魚沼市 146 146 0 0 1 1 145 145 146 146 ５強５強

合計合計 3,104 3,104 52 52 153 153 2,899 2,899 3,104 3,104 

危険度特Ａ 小規模な河道閉塞が生じているもの

危険度　Ａ 危険度大であり、ただちに緊急措置を必要とするもの

危険度　Ｂ 危険度中であり、緊急性が低いもの

危険度 Ｃ 危険度小であり 現時点では異常が認められないもの

点検調査結果点検調査結果

●Ａランク以上の判定状況 危険度　Ｃ 危険度小であり、現時点では異常が認められないもの●Ａランク以上の判定状況
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危険箇所数調査状況図

H19中越沖地震調査箇所数

H16中越地震調査箇所数

H19中越沖地震累計調査箇所数危険箇所数調査状況図 H19中越沖地震累計調査箇所数

H16中越地震累計調査箇所数

H19中越沖地震半日当たり調査箇所数

H16中越地震半日当たり調査箇所数
大雨(洪水)警報

発令時対応の

1,930

14.21,800

2,000

14 0

16.0

H16中越地震半日当たり調査箇所数発令時対応の
ため調査班編
制の組み直し

実施

1,619

11.8

14.2

13.2

12.1
11.51,400

1,600
12.0

14.0

所
数

936

1,292

1,004

1,165
8.6

8.1

10.3

1,000

1,200

査
数

8.0

10.0

り
調

査
箇

所

704

936

706

4 4

6.0 5.8 5.6
600

800

調

6.0

半
日

当
た

り

319
384

232

356 327 311

129 175 167
235

298

161
320

129

304

471
4.4

200

400

2.0

4.0

半

129

0

1 2 3 4 5 6

0.0

- 109 -



平成平成1616年中越地震時の土砂災害危険箇所緊急点検実施による課題及び平成年中越地震時の土砂災害危険箇所緊急点検実施による課題及び平成1919
年中越沖地震時の対策による効果年中越沖地震時の対策による効果

①①事前の調査準備事前の調査準備
課題課題課題課題

情報を保有する県の担当事務所が被災情報を保有する県の担当事務所が被災
→→ 土砂災害危険箇所情報土砂災害危険箇所情報が入手困難となったが入手困難となった→→ 土砂災害危険箇所情報土砂災害危険箇所情報が入手困難となったが入手困難となった

→→ 各種データの共有化各種データの共有化

→→ バックアップデータを県外で保管（バックアップ）バックアップデータを県外で保管（バックアップ）

対策及び効果対策及び効果
県庁砂防課より調査範囲 危険箇所カ 及び電子県庁砂防課より調査範囲 危険箇所カ 及び電子県庁砂防課より調査範囲の危険箇所カルテ及び電子県庁砂防課より調査範囲の危険箇所カルテ及び電子
データ情報を入手データ情報を入手
→ カルテ情報により箇所特定が容易 スケッチ等の記入を省略でき一箇所→ カルテ情報により箇所特定が容易、スケッチ等の記入を省略でき 箇所

あたりの調査時間の短縮が図れた。
→ 調査地区単位のカルテを調査班に分配することで重複調査の防止が

図れた。図れた。
→ 現地調査班と本部間での連絡時、箇所番号のみでも箇所の特定・地

震前状況共有が図れた。

平成平成1616年中越地震時の土砂災害危険箇所緊急点検実施による課題及び平成年中越地震時の土砂災害危険箇所緊急点検実施による課題及び平成1919
年中越沖地震時の対策による効果年中越沖地震時の対策による効果

②②調査時調査時

○○ 地理に疎い者だけの班は、目的地への到達及び調査地理に疎い者だけの班は、目的地への到達及び調査 箇箇
所の特定に苦慮した所の特定に苦慮した所 特定所 特定

→→ 初日、調査担当区域の事前調査を一部班で実施。初日、調査担当区域の事前調査を一部班で実施。

○○ 道路寸断により 調査対象箇所 の時間を予想以上道路寸断により 調査対象箇所 の時間を予想以上 にに○○ 道路寸断により、調査対象箇所への時間を予想以上道路寸断により、調査対象箇所への時間を予想以上 にに
要した＜被災地は中山間地＞要した＜被災地は中山間地＞

→→ 今回、調査範囲内で特になし。今回、調査範囲内で特になし。

○○ 現場への立ち入りを規制される場面もあった現場への立ち入りを規制される場面もあった

→→ 今回、調査範囲内での立入規制なし。今回、調査範囲内での立入規制なし。

平成平成1616年中越地震時の土砂災害危険箇所緊急点検実施による課題及び平成年中越地震時の土砂災害危険箇所緊急点検実施による課題及び平成1919
年中越沖地震時の対策による効果年中越沖地震時の対策による効果

③③現地調査後のとりまとめ現地調査後のとりまとめ

○ 調査者によ て 危険度評価にバラツキが生じる応急対策○ 調査者によって、危険度評価にバラツキが生じる応急対策
優先箇所の選定に影響がでる可能性あり

→ 危険箇所カルテを元に調査を実施することによりバラツ→ 危険箇所カルテを元に調査を実施することによりバラツ

キの少ない調査となった。

○ 調査員の技術レベルは一定の水準以上を要する○ 調査員の技術レ ルは 定の水準以上を要する
→ 災害対応経験者の配置、若手技術者の研修
○ 調査対象箇所数多い、広範囲に及ぶ、調査班が多い条件で
調査結果とりまとめが予想以上に負担となった
→ 調査日ごとの各班の調査区域(旧市町村単位)を超えない範
囲で他の班の応援等を実施することにより班ごとの集計が調査囲で他の班の応援等を実施することにより班ごとの集計が調査
区域の集計とな負担の軽減となった。
○ 調査済みと未調査の選別・整理に時間を要した。○ 調査済みと未調査の選別 整理に時間を要した。
→ 危険箇所一覧表で調査済カルテの確認を行うことで進捗状
況の確認が容易に把握できた。

平成平成1616年中越地震時の土砂災害危険箇所緊急点検実施による課題及び平成年中越地震時の土砂災害危険箇所緊急点検実施による課題及び平成1919
年中越沖地震時の対策による効果年中越沖地震時の対策による効果

④④点検参加者の安全（事故）管理点検参加者の安全（事故）管理
○○ 最終的な安全確認最終的な安全確認 現場の判断現場の判断○○ 最終的な安全確認最終的な安全確認 ＝＝ 現場の判断現場の判断
→→ ・作業中止基準の設定・作業中止基準の設定

（大雨（大雨((洪水洪水))警報が発令された場合点検作業は中止警報が発令された場合点検作業は中止（大雨（大雨((洪水洪水))警報が発令された場合点検作業は中止警報が発令された場合点検作業は中止
・無理のない点検、危険な箇所へは立ち入らないよう指導・無理のない点検、危険な箇所へは立ち入らないよう指導

（安全教育）（安全教育）
・ノルマの達成が目的ではない点を周知徹底・ノルマの達成が目的ではない点を周知徹底
・事前ミーティング（注意喚起）（事前訓練）・事前ミーティング（注意喚起）（事前訓練）
点検の心構えの配布点検の心構えの配布・点検の心構えの配布・点検の心構えの配布

・定時連絡による安否確認・定時連絡による安否確認

平成平成1616年中越地震時の土砂災害危険箇所緊急点検実施による課題及び平成年中越地震時の土砂災害危険箇所緊急点検実施による課題及び平成1919
年中越沖地震時の対策による効果年中越沖地震時の対策による効果

⑤⑤部外者への対応、その他部外者への対応、その他
○ 住民への対応○ 住民への対応
→ 対応方針について、調査者には事前レクしていたため、

特に問題は生じなかった。特に問題は生じなか た。
○ マスコミ関係の窓口(報道機関２社より問い合わせ有)
→ 現地本部長に一元化、特に問題は生じなかった。

○ 地本部 施設 設備○ 現地本部の施設・設備
→ 湯沢砂防事務所会議室に現地対策本部を設けたことに

より関係機関との連絡 日々の調査結果等の報告に対し十分より関係機関との連絡、日々の調査結果等の報告に対し十分
機能した。
○ 調査者の宿泊先○ 調査者 宿泊先
→ 本部近くに大部分の調査者宿泊先の確保及び会議室

(作業スペース)が確保できたため、効率よく資料整理等が実
施された施された。

平成１９年中越沖地震時の土砂災害危険箇所緊急点検実施による課題平成１９年中越沖地震時の土砂災害危険箇所緊急点検実施による課題

①①事前の調査準備事前の調査準備

土砂災害危険箇所カルテ及び危険箇所図の基図が最新の物でなかった土砂災害危険箇所カルテ及び危険箇所図の基図が最新の物でなかった
((７年前の地図を使用した物であった７年前の地図を使用した物であった))

基図が古く旧市町村単位 危険箇所図 ため他市町村と 隣基図が古く旧市町村単位 危険箇所図 ため他市町村と 隣→→ 基図が古く旧市町村単位の危険箇所図のため他市町村との隣基図が古く旧市町村単位の危険箇所図のため他市町村との隣
接する地図のみでは、周辺地理に不慣れな班は箇所の特定に時間を接する地図のみでは、周辺地理に不慣れな班は箇所の特定に時間を
要した要した要した。要した。

→→ 開発行為等により危険箇所そのものが無くなっている物があった。開発行為等により危険箇所そのものが無くなっている物があった。

→→ 急傾斜地崩壊危険箇所の箇所番号が自然斜面と人工斜面が同急傾斜地崩壊危険箇所の箇所番号が自然斜面と人工斜面が同→→ 急傾斜地崩壊危険箇所の箇所番号が自然斜面と人工斜面が同急傾斜地崩壊危険箇所の箇所番号が自然斜面と人工斜面が同
じ番号を使用しているので間違いやすい。じ番号を使用しているので間違いやすい。

→→ 土石流危険渓流の番号がカルテ作成時の分類土石流危険渓流の番号がカルテ作成時の分類ⅠⅡⅲⅠⅡⅲで作成さで作成さ→→ 土石流危険渓流の番号がカルテ作成時の分類土石流危険渓流の番号がカルテ作成時の分類ⅠⅡⅲⅠⅡⅲで作成さで作成さ
れておりカルテ更新時分類が変更になると整合が取れなくなる。れておりカルテ更新時分類が変更になると整合が取れなくなる。
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平成１９年中越沖地震時の土砂災害危険箇所緊急点検実施による課題平成１９年中越沖地震時の土砂災害危険箇所緊急点検実施による課題

②②調査時調査時

 危険箇所全体の点検を早期に完了するよう調査項目の見直し。危険箇所全体の点検を早期に完了するよう調査項目の見直し。

→→ 災害の有無災害の有無

→→ 災害規模災害規模((崩落の大、中、小崩落の大、中、小))
→→ 緊急度緊急度((災関緊急等対応の必要な箇所、緊急措置・応急対策の必災関緊急等対応の必要な箇所、緊急措置・応急対策の必
箇所 次調査等必 なも 緊急性 低 も箇所 次調査等必 なも 緊急性 低 も要箇所、二次調査等必要なもの、緊急性の低いもの要箇所、二次調査等必要なもの、緊急性の低いもの))

→→ 災害規模、緊急度の組み合わせで災害規模、緊急度の組み合わせで危険度が高いものは、危険度が高いものは、 別途別途
詳細調査の実施を行うようにする詳細調査の実施を行うようにする詳細調査の実施を行うようにする。詳細調査の実施を行うようにする。

 調査震度の見直し調査震度の見直し

次調査とし 震度 弱以上の地域を実施し 災関緊急事業等の次調査とし 震度 弱以上の地域を実施し 災関緊急事業等の→→ 一次調査とし、震度６弱以上の地域を実施し、災関緊急事業等の一次調査とし、震度６弱以上の地域を実施し、災関緊急事業等の
対応必要箇所の洗い出しを早急に実施。対応必要箇所の洗い出しを早急に実施。

→→ 二次調査とし 次調査終了後直ちに震度５弱等の周辺地域の二次調査とし 次調査終了後直ちに震度５弱等の周辺地域の→→ 二次調査とし、一次調査終了後直ちに震度５弱等の周辺地域の二次調査とし、一次調査終了後直ちに震度５弱等の周辺地域の
調査を実施する等の緊急度を考慮し調査を実施。調査を実施する等の緊急度を考慮し調査を実施。

今後の調査マニュアル（案）検討にむけて今後の調査マニュアル（案）検討にむけて今後の調査マニュアル（案）検討にむけて今後の調査マニュアル（案）検討にむけて

●調査マニ アル（案）策定について●調査マニュアル（案）策定について

今回の地震に伴う土砂災害危険箇所緊急点検調査の実施によって今回の地震に伴う土砂災害危険箇所緊急点検調査の実施によって今回の地震に伴う 砂災害危険箇所緊急点検調査の実施によ て今回の地震に伴う 砂災害危険箇所緊急点検調査の実施によ て
判明した諸課題を、今後の大規模災害対応に活かすために、調査判明した諸課題を、今後の大規模災害対応に活かすために、調査
マニュアル（案）の検討が必要マニュアル（案）の検討が必要

【マニュアル構成案】

１，地震発生時の状況把握 ４，現地調査（本部、調査班段取り含む）

２，土砂災害危険箇所点検調査準備 5，調査結果とりまとめ要領

３ 土砂災害点検要領 ６ 調査結果の提供方法 活用手法

地域ごとにそれぞれの特徴を考慮した調査マニュアルの検討が必地域ごとにそれぞれの特徴を考慮した調査マニュアルの検討が必

３，土砂災害点検要領 ６，調査結果の提供方法、活用手法

地域ごとにそれぞれの特徴を考慮した調査マ ュアルの検討が必地域ごとにそれぞれの特徴を考慮した調査マ ュアルの検討が必
要である。要である。
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